
 

令和６年度 
 

 
 
 
 
 

 

 
 

期日：令和６年６月 26 日(水) 

会場：⻑岡市中央公⺠館 
 

社会教育委員とし

て、どのように取り

組んでいくかを、み

んなで考えよう！ 

新潟県内のつながりを広

げる絶好の機会だよ！ 

市町村を超えて、新潟県の

社会教育を盛り上げてい

こう！ 

1

報告資料２－１



 
本日の研修内容 

 

１ 開会式 （１３：３０～１３：４５） 

 

２ 講演会 （１３：４５～１４：４５） 

テーマ 「社会教育委員さんのモヤモヤ感の解消を目指す一提案」 

講 師 上越地区社会教育主事会    会長 

 上越市教育委員会名立区分室 次長 沢田 繁 様 

 

≪ 休 憩 ≫ （１４：４５～１５：００） 

 

３ グループワーク （１５：００～１６：００） 

   小グループに分かれて情報交換 

 

５ 閉会式 （１６：００～１６：１５） 
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グループワークの流れ 

【前半】講演会の感想を発表し、グループで共有する。 

心に残ったこと、改めて気づかされたことなど、グループで自由に感想を伝える。 

 

【後半】次の①、②のどちらかについて発表し、グループで共有する。 

社会教育委員、または行政担当職員として、 

① 「素朴な疑問」「悩み」「今さら聞きにくいこと」など、普段抱えているモヤモヤ感 

② それぞれの地域で「取り組んでいきたいこと」「やってみたいこと」など、これから

チャレンジしたいこと 

→ 周りの人は、感想やアドバイスを述べたり、地域の具体的な活動を紹介したりす

る。それぞれが抱えるモヤモヤ感やこれからチャレンジしたいことについて、グル

ープの全員で一緒に考えてみましょう。 

 

 

 

 

【グループメンバー】 

 

 

 

 

 

グループワーク 

テーマ:「 モヤモヤ感解消のヒントを見つけよう 」 
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【グループ内での意見】 
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令和５年度社会教育委員活動状況

市町村 事業名 期日 会場 参加数 主な内容

第1回社会教育委員会議 4月24日 上越市教育プラザ 15人 令和4年度事業報告、令和5年度事業計画

社会教育事業　事業訪問 5月～3月 市内全域 8人
社会教育事業に参加し、事業に対する意見や提案
を市に対して行う。

上越地区社会教育委員連絡協
議会 総会・研修会

6月23日 直江津学びの交流館 15人 総会・研修会への参加

上越市教育委員会同和問題
現地研修会

7月
12～13日

白山会館 7人 研修会への参加

第2回社会教育委員会議 8月25日 直江津学びの交流館 12人
令和6年度社会教育の方針、社会教育事業の「学
びのグランドデザイン」について

第23回新潟県社会教育研究大
会　胎内大会　分科会発表内
容練習会

10月6日 直江津学びの交流館 9人 分科会発表の内容確認・意見交換

第23回新潟県社会教育研究
大会　胎内大会 10月18日 胎内市産業文化会館 7人 研修会への参加、分科会発表

上越地区社会教育委員連絡協
議会　生涯学習現地研修会 10月25日 糸魚川市内 6人 研修会への参加

第3回社会教育委員会議 2月21日
上越市教育プラザ
（オンライン併用）

17人 令和6年度事業計画・予算案

社会教育委員会議兼生涯学習
推進委員会　3回

4月18日
11月20日
3月25日

糸魚川市役所等
15人
12人
13人

糸魚川市生涯学習推進計画実施計画の進捗管理、策定を
行う。

第３次生涯学習推進計画策定
委員会　4回
（社会教育委員含む）

6月12日
8月22日

11月20日
2月14日

糸魚川市役所等

14人
12人
12人
14人

第3次糸魚川市生涯学習推進計画（Ｒ6～Ｒ10）の策定を
行う。

生涯学習現地学習会 10月25日 糸魚川市内 7人
ブラタモリで紹介された糸魚川市のジオパークについて
歴史や文化を学び、その中で社会教育委員同士の交流を
図る。

第１回社会教育委員会議・
公民館運営審議会

5月26日
新井総合コミュニティセ
ンター

14人 令和５年度妙高市生涯学習課事業計画等への意見聴取

第１回社会教育委員の会 5月26日
新井総合コミュニティセ
ンター

14人 「参加型部会」と「活動発表部会」の活動計画

参加型部会 随時 市内全域 15人
生涯学習・社会教育事業に参加し、事業評価シートを作
成・提出

活動発表部会 随時 市内全域 ７人 県社会教育研究大会分科会発表に繋がる事業の検討

上越地区社会教育委員連絡
協議会の事業への参加

随時 上越地区全域 －
総会、研修会、情報交換会／現地学習会（糸魚川市）／
『社会教育情報』編集　等

第２回社会教育委員会議・
公民館運営審議会

12月8日
新井総合コミュニティセ
ンター

10人
令和５年度妙高市生涯学習事業の取組状況／令和６年度
の事業計画・方向性（案）への意見聴取

第２回社会教育委員の会 12月8日
新井総合コミュニティセ
ンター

11人
「参加型部会」事業評価シートを基にした協議／「活動
発表部会」県社会教育研究大会参加報告

社会教育委員への情報提供 随時 電子メールの活用 － 社会教育委員の資質向上に寄与する情報提供

会議・研修会等への参加支援 随時 県内全域 － オンライン会議支援／公用車の手配

社会教育委員の会議（第1回） 6月16日 長岡市中央公民館 20人 今年度の方針の共有及び活動内容等の協議

自主研修の実施 9月28日 市内栃尾及び山本地域 18人 当該地域の団体を視察し、特色ある取り組みなどを研修

社会教育委員の会議（第2回） 11月29日 長岡市中央公民館 20人 自主研修の視察報告、意見交換及びまとめ

社会教育委員の会議（第3回） 2月21日 長岡市中央公民館 20人
今年度及び任期２か年の活動のまとめ、来年度の計画等
の協議

社会教育委員会議 4月19日 三条市中央公民館 7人
第３次三条市生涯学習推進計画（令和５年度版）（案）
について

社会教育委員会議 6月13日 三条市中央公民館 13人
第３次三条市生涯学習推進計画（令和５年度版）について
青少年育成センター運営委員の推薦について
令和５年度社会教育団体等補助金について

社会教育委員の会議 6月21日 市民プラザ 12人
辞令交付、講話（中越教育事務所）、役員の選任、活動計
画、第四次生涯学習推進計画進行管理、自主研修

社会教育委員の会議 12月22日 天候状況により中止 - -

社会教育委員の会議 1月18日 市民プラザ 11人
第四次生涯学習推進計画進行管理、R6社会教育研究大
会、令和６年度社会教育研究大会、自主研修

自主研修視察・調査 複数日 各公民館分館 13人
公民館分館との連携を目指すために各公民館分館を視
察・調査

上越市

糸魚川市

長岡市

柏崎市

妙高市

三条市
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中越地区社会教育研究集会
小千谷・魚沼大会

8月10日 魚沼市小出郷文化会館 5人 大会運営及び研究集会への参加

社会教育委員の会議 8月30日 小千谷市民会館 9人
小千谷市生涯学習推進計画の令和5年度実施計画及び進捗状況
についての意見聴取、今後の活動における意見交換

社会教育委員の会議 3月27日 小千谷市民会館 6人
令和5年度生涯学習推進計画実施状況についての報告、令和6
年度社会教育関係主要事業への意見聴取、小千谷市の社会教
育への助言

第1回社会教育委員の会議 7月4日 加茂市役所 6人 年間予定、市の社会教育事業

第2回社会教育委員の会議 12月1日 加茂市役所 1人 活動状況の共有

合同研修会 2月21日 加茂市公民館 4人 公民館運営審議会委員と合同研修

社会教育委員の会議
8月4日
1月23日

十日町市中央公民館 12人
令和5年度社会教育事業計画、公民館のコミュニティセンター
化進捗状況、社会教育施設使用料の見直し　ほか

令和5年度社会教育委員等
研修会

6月28日 新潟市黒埼市民会館 6人 研修に参加

第62回中越地区社会教育研
究集会

8月10日 魚沼市小出郷文化会館 6人 研修に参加

社会教育・スポーツ推進
審議会

6月29日 見附市中央公民館 14人 令和４年度事業実施報告／令和５年度事業計画

大人のための書の講座 1月17日 見附市中央公民館 17人 新春市民書初展の課題「春」を好きな書体で書く

社会教育・スポーツ推進
審議会

2月22日 見附市中央公民館 16人 社会教育関連事業見学 記録シートの報告

社会教育委員の会議 7月10日 燕市中央公民館 8人 令和４年度活動報告、令和５年度活動計画他

社会教育委員による自主研
修会

年12回 燕市中央公民館
毎回
4～6人

社会教育委員による自主的な研修活動
スマホ相談会の開催など

弥彦村との情報交換会 1月29日 燕市中央公民館 5人
新潟県社会教育研究大会についての打ち合わせ、意見交
換

中越地区社会教育研究大会小
千谷市・魚沼市大会

4月12日 魚沼市役所本庁舎 1人 第1回実行委員会　※小千谷市委員も出席

中越地区社会教育研究大会小
千谷市・魚沼市大会

7月19日 魚沼市役所本庁舎 2人 第2回実行委員会　※小千谷市委員も出席

中越地区社会教育研究大会小
千谷市・魚沼市大会

8月4日 魚沼市役所本庁舎 2人 第3回実行委員会　※小千谷市委員も出席

中越地区社会教育研究大会小
千谷市・魚沼市大会

8月10日 魚沼市役所本庁舎 4人 大会終了後、研究集会振り返り

社会教育委員の会議 4月20日 南魚沼市中央公民館 9 令和４年度事業報告及び令和5年度事業計画、意見交換

中越地区社会教育研究集会 8月10日 小出郷文化会館 4 集会への参加

任命式、第１回委員の会 4月26日 弥彦総合文化会館 13人 ５年度活動計画

第２回委員の会 6月6日 弥彦総合文化会館 9人 弥彦ユースプランナー、あいさつ運動、たより

夏のあいさつ運動強調週間
7月
10～16日

村内各地 延べ60人 村内６か所であいさつ呼び掛け活動

第３回委員の会 7月13日 弥彦総合文化会館 9人 弥彦ユースプランナー、あいさつ運動、たより

弥彦ユースプランナー 7月29日 弥彦総合文化会館 18人 任命式、協議体験

第４回委員の会 9月12日 弥彦総合文化会館 11人
弥彦ユースプランナー、あいさつ運動、たより、地域づ
くり交流会

弥彦ユースプランナー 10月15日 弥彦総合文化会館 20人 協議（理想の村にするための具体策）

秋のあいさつ運動強調旬間
11月
６～12日

村内全域 延べ60人 村内７か所であいさつ呼び掛け活動

第９回地域づくり交流会 11月25日 役場大ホール 34人 社教委の報告、若者を活かすための協議

第５回委員の会 1月23日 弥彦総合文化会館 10人 年度末評価、次年度への提言作成

教育委員会との懇談会 3月1日 役場別館 14人 教育委員との懇談会（年度活動、次年度提言等）

弥彦ユースプランナー 3月10日 弥彦総合文化会館 20人 村への提言書の作成

広報紙「むすぶ」発行 年間4回
回覧板、村ホームページ、
インスタグラム 生涯学習、社会教育に関する情報発信

第１回社会教育委員会 7月28日 末広館 11人 社会教育委員の役割等の説明

第２回社会教育委員会 10月3日 田上町交流会館 12人 令和５年度事業計画経過報告等

第３回社会教育委員会 3月26日 田上町交流会館 11人 令和６年度事業計画（案）等

社会教育委員等研修会参加 6月28日 新潟市黒崎市民会館ホール 2人 社会教育の学習

中越地区社会教育研究集会小
千谷・魚沼大会参加

8月10日 魚沼市小出郷文化会館 3人 社会教育の学習

新潟県社会教育研究大会参
加

10月18日 胎内市（オンライン視聴） 3人 社会教育の学習

加茂市

弥彦村

十日町市

燕市

魚沼市

小千谷市

見附市

南魚沼市

出雲崎町

田上町
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第1回社会教育委員会議 5月25日 湯沢町公民館 11人
令和４年度社会教育事業・公民館事業実施報告
令和５年度生涯学習実施計画

第2回社会教育委員会議 11月21日 湯沢町公民館 11人
令和５年度生涯学習実施状況中間報告
令和６年度生涯学習関係当初予算

第3回社会教育委員会議 3月15日 湯沢町公民館 11人
今年度の事業について
令和６年度生涯学習実施計画（案）

第１回社会教育委員会 5月10日 津南町文化センター 7人 令和５年度事業計画

社会教育委員等研修会への
参加

6月28日 新潟市 3人 講演会・グループワーク

人権教育指導者研修会への
参加

7月28日
津南町文化センター（オ
ンライン）

4人 講演会・グループワーク

中越地区社会教育研究集会
への参加

8月10日 魚沼市 4人 講演会

視察研修 10月2日 妙高市 3人 鳥坂城跡保存会の活動視察

県社会教育研究大会への参
加

10月18日
津南町文化センター（オ
ンライン）

4人 講演会・事例発表

第２回社会教育委員会 12月18日 津南町文化センター 6人  令和５年度事業経過報告町公民館事業への協力

町公民館事業への協力
（新春娯楽大会）

1月21日 津南町文化センター 8人 餅つき・雑煮作り・事業運営補助

社会教育委員会議 5月8日 刈羽村役場 7人 令和５年度事業計画

社会教育委員会議 11月29日 刈羽村役場 6人
令和５年度事業計画経過報告
社会教育関係団体関係協議

社会教育委員会議 3月1日 刈羽村役場 6人 令和５年度事業計画経過報告

「子どもの生きる力を育む方
策についての提言」に係る調
査報告書の手交式

5月16日 新発田市豊浦庁舎 4人 提言に関する調査報告書を教育長へ報告・懇談会

第１回社会教育委員の会議 6月21日 新発田市生涯学習センター 10人 令和４年度事業実績・令和５年度事業計画他

まちづくりドラフト会議ｆ
ou　Youth

2月5日 新発田市民文化会館 4人
新発田市内の高校生や大学生による、まちづくりに関す
る提案発表会への参加

成人式～二十歳の集い～ 3月17日 新発田市民文化会館 1人 実行委員として式典の運営協力

第２回社会教育委員の会議 3月19日 新発田市生涯学習センター 7人 令和５年度事業見込・令和６年度事業計画（案）他

令和５年度村上市第１回社会
教育委員の会議兼公民館運営
審議会

5月26日
村上市生涯学習推進セン
ター

１４人
令和４年度社会教育事業及び公民館事業実績
令和５年度社会教育事業及び公民館事業計画
令和５年度社会教育関係団体補助金交付審査

社会教育委員等研修会 6月28日 新潟市黒崎市民会館 ６人
県社連主催研修会（新潟市）
講演会、座談会、グループワーク

第73回新潟県公民館大会
村上大会

8月30日
村上市民ふれあいセン
ター

７人
県公連・村上市主催
記念講演、事例発表
公民館運営審議会委員として出席

第23回新潟県社会教育研究大
会胎内大会兼令和５年度下越
地区教育研究集会胎内大会

10月18日 胎内市産業文化会館 ５人
県社連主催・胎内市共催
講演会、分科会

令和５年度第２回社会教育委
員の会議兼公民館運営審議会

3月13日 村上市教育情報センター １０人
令和５年度社会教育事業及び公民館事業実績
令和６年度社会教育事業及び公民館事業計画概要

第1回社会教育委員会議 5月23日 五泉市総合会館 9人 R4事業報告・R5事業計画等

第1回第3次五泉市生涯学習推
進基本計画策定委員会

8月3日 五泉市総合会館 9人 計画策定のためのワークショップ

五泉市・阿賀町・阿賀野市
社会教育委員等合同研修会

9月29日 阿賀野市安田交流センター 6人
「これからの社会教育～社会教育委員の現状と役割に注
目して～」と題しグループワーク。その後視察・情報交
換会を実施。

第2回第3次五泉市生涯学習推
進基本計画策定委員会

10月5日 五泉市総合会館 9人 計画策定のための担当グループ別検討

第2回社会教育委員会議 12月15日 五泉市総合会館 11人 R5中間報告

第3回第3次五泉市生涯学習推
進基本計画策定委員会

12月19日 五泉市総合会館 10人 基本理念等の決定

第4回第3次五泉市生涯学習推
進基本計画策定委員会

2月16日 五泉市総合会館 9人 計画冊子の最終確認

教育委員・社会教育委員合
同会議

3月14日 五泉市総合会館 10人
「地域学校協働活動推進員の活動報告から、社会教育分
野との連携を考える」と題し意見交換。その後情報交換
会を実施。

新発田市

村上市

津南町

刈羽村

湯沢町

五泉市
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社会教育委員の会議 6月29日 阿賀野市笹神支所 18人 令和５年度社会教育・公民館事業等の計画案について

五泉市阿賀町阿賀野市
社会教育委員合同研修会

9月29日 阿賀野市安田交流センター 34人 市内社会教育施設見学と意見交換会

社会教育委員の会議 10月23日 阿賀野市笹神支所 18人 令和６年度生涯学習課の事業計画素案について

社会教育委員の会議 3月5日 阿賀野市笹神支所 18人 令和５年度社会教育・公民館事業等の報告について

社会教育委員意見交換会 3月5日 阿賀野市笹神支所 6人 社会教育委員として今後の活動方針について

社会教育委員･公民館長合
同会議

4月28日 佐渡島開発総合センター 7人 令和５年度社会教育事業について意見交換

社会教育委員の会議 6月26日 両津地区公民館 6人 新潟県社会教育研究大会胎内大会における発表について

新潟県社会教育研究大会兼下
越地区社会教育研究集会胎内
大会

10月18日 胎内市産業文化会館
現地/2人
Zoom/5人

社会教育の学習

社会教育委員の会議 11月22日 両津地区公民館 7人 社会教育事業に関する提案について

社会教育委員の会議 2月14日 両津地区公民館 7人 社会教育事業に関する審議のまとめ

社会教育委員の会議 3月18日 両津地区公民館 8人
社会教育事業に関する審議のまとめ
下越地区社会教育委員連絡協議会の在り方について

第１回社会教育委員会・公
民館運営審議会

7月12日 胎内市役所黒川庁舎 7人
・社会教育認定団体に関すること
・講話「行動する社会教育委員」　ほか

第23回新潟県社会教育研究
大会胎内大会

10月18日 胎内市産業文化会館 9人
大会への参加及び開催地の委員として開催に係る諸事に
従事

第2回社会教育委員会・公
民館運営審議会

3月22日 胎内市役所黒川庁舎 6人
・令和６年度の社会教育事業に関すること
・ワークショップ「地域で子どもを育む社会の実現」　ほか

聖籠町社会教育委員の会議 5月10日 聖籠町町民会館 13名
令和４年度社会教育事業報告
令和５年度社会教育事業計画

聖籠町社会教育委員の会議 12月6日 聖籠町町民会館 10名 令和５年度社会教育事業中間報告

社会教育事業参加 8月19日 聖籠町町民会館 2名 町民怪館きもだめしの運営参加

社会教育委員職員合同研修 4/21,12/19 阿賀町公民館 22人
令和4年度事業報告・令和5年度事業計画審議
中間報告・令和6年度事業計画審議

令和6年度社会教育委員等
研修会

6月28日 黒崎市民会館 3人 令和6年度社会教育委員等研修会

第73回新潟県公民館大会 8月30日 村上市総合文化会館 7人 新潟県公民館大会

阿賀野市・五泉市・阿賀町
社会教育委員等合同研修会

9月29日 阿賀野市安田交流センター 10人 社会教育・生涯学習研修会及び交流会

第23回新潟県社会教育研究
大会

10月18日 胎内市産業文化会館 6人 新潟県社会教育研究大会

社会教育委員の会議 7月20日 関川村役場 11人
令和４年度事業報告及び令和5年度事業計画
社会教育委員の情報交換会

社会教育委員の会議 2月21日 関川村役場 10人
令和５年度事業中間報告及び令和6年度事業計画(案)
令和５年度文化事業に参加した委員の意見・情報交換

粟島浦村 社会教育委員の会議 年3回 粟島浦村役場議会室 6人 年度計画・行事の活動支援

第35期新潟市社会教育委員
会議（第6回）

6月1日 クロスパルにいがた 10人
令和５年度社会教育関係予算の確認、県社会教育研究大
会の発表内容についての協議

第35期新潟市社会教育委員
会議（第7回）

7月20日 クロスパルにいがた 8人
令和４年度社会強雨育関連事業の実施状況について確認、建
議策定スケジュールの確認、県社会教育研究大会の発表内容
についての協議

第35期新潟市社会教育委員
会議（第8回）

10月12日 クロスパルにいがた 7人
県社会教育研究大会発表リハーサル、建議策定スケ
ジュールおよび構成・分担について協議

第35期新潟市社会教育委員
会議（第9回）

1月18日 クロスパルにいがた 9人 建議原案の確認と修正

第35期新潟市社会教育委員
会議（第10回）

2月8日 クロスパルにいがた

7人(他意

見交換参加

者10人)

建議内容の発表、関係者との意見交換

教育委員と社会教育委員と
の建議報告会

3月18日 古町ルフル

2人(他意

見交換参加

者9人)

建議「社会的包摂の実現に向けた社会教育のあり方」を
教育委員会へ提出、教育委員との意見交換

令和５年度　指定都市社会教
育主管課長会議及び社会教育
委員連絡協議会（WEB開催）

7月5日 オンライン参加(Zoom) 2人 会議への参加

第54回関東甲信越静社会教
育研究大会栃木大会

11月
21～22日

栃木県総合文化センター、
ホテルニューイタヤ 1人 大会への参加

令和5年度社会教育委員等
研修会（新潟県）

6月28日 新潟市黒崎市民会館 4人 研修への参加

令和5年度新潟県社会教育
研究大会胎内大会

10月18日 胎内市産業文化会館 5人 大会での発表

新潟市

佐渡市

阿賀町

関川村

胎内市

聖籠町

阿賀野市
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第１章 総 則 

（この法律の目的） 
第１条 この法律は、教育基本法（平成 18 年法律第 120 号）の精神に則り、社会教育に関する

国及び地方公共団体の任務を明らかにすることを目的とする。 
（社会教育の定義） 
第２条 この法律で「社会教育」とは、学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）に基き、学校の教

育課程として行われる教育活動を除き、主として青少年及び成人に対して行われる組織的な教

育活動（体育及びレクリエーションの活動を含む。）をいう。 
（国及び地方公共団体の任務） 
第３条 国及び地方公共団体は、この法律及び他の法令の定めるところにより、社会教育の奨励

に必要な施設の設置及び運営、集会の開催、資料の作製、頒布その他の方法により、すべての

国民があらゆる機会、あらゆる場所を利用して、自ら実際生活に即する文化的教養を高め得る

ような環境を醸成するように努めなければならない。 
２ 国及び地方公共団体は、前項の任務を行うに当たつては、国民の学習に対する多様な需要を

踏まえ、これに適切に対応するために必要な学習の機会の提供及びその奨励を行うことにより、

生涯学習の振興に寄与することとなるよう努めるものとする。 
３ 国及び地方公共団体は、第１項の任務を行うに当たつては、社会教育が学校教育及び家庭教

育との密接な関連性を有することにかんがみ、学校教育との連携の確保に努め、及び家庭教育

の向上に資することとなるよう必要な配慮をするとともに、学校、家庭及び地域住民その他の

関係者相互間の連携及び協力の促進に資することとなるよう努めるものとする。 
（国の地方公共団体に対する援助） 
第４条 前条第１項の任務を達成するために、国は、この法律及び他の法令の定めるところによ

り、地方公共団体に対し、予算の範囲内において、財政的援助並びに物資の提供及びそのあつ

せんを行う。 
（市町村の教育委員会の事務） 
第５条 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は、社会教育に関し、当該地方の必

要に応じ、予算の範囲内において、次の事務を行う。 
1 社会教育に必要な援助を行うこと。 
2 社会教育委員の委嘱に関すること。 
3 公民館の設置及び管理に関すること。 
4 所管に属する図書館、博物館、青年の家その他の社会教育施設の設置及び管理に関するこ

と。 
5 所管に属する学校の行う社会教育のための講座の開設及びその奨励に関すること。 
6 講座の開設及び討論会、講習会、講演会、展示会その他の集会の開催並びにこれらの奨励

に関すること。 
7 家庭教育に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びに家庭教育

に関する情報の提供並びにこれらの奨励に関すること。 
8 職業教育及び産業に関する科学技術指導のための集会の開催並びにその奨励に関すること。 
9 生活の科学化の指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。 

参参考考  社社会会教教育育法法（（抜抜粋粋）） 
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10 情報化の進展に対応して情報の収集及び利用を円滑かつ適正に行うために必要な知識又

は技能に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びにこれらの奨励

に関すること。 
11  運動会、競技会その他体育指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。 
12  音楽、演劇、美術その他芸術の発表会等の開催及びその奨励に関すること。 
13  主として学齢児童及び学齢生徒（それぞれ学校教育法第 18 条に規定する学齢児童及び学

齢生徒をいう。）に対し、学校の授業の終了後又は休業日において学校、社会教育施設その他

適切な施設を利用して行う学習その他の活動の機会を提供する事業の実施並びにその奨励に

関すること。 
14  青少年に対しボランティア活動など社会奉仕体験活動、自然体験活動その他の体験活動の

機会を提供する事業の実施及びその奨励に関すること。 
15  社会教育における学習の機会を利用して行つた学習の成果を活用して学校、社会教育施設

その他地域において行う教育活動その他の活動の機会を提供する事業の実施及びその奨励に

関すること。 
16  社会教育に関する情報の収集、整理及び提供に関すること。 
17  視聴覚教育、体育及びレクリエーションに必要な設備、器材及び資料の提供に関すること。 
18  情報の交換及び調査研究に関すること。 
19  その他第３条第１項の任務を達成するために必要な事務 

（都道府県の教育委員会の事務） 
第６条 都道府県の教育委員会は、社会教育に関し、当該地方の必要に応じ、予算の範囲内にお

いて、前条各号の事務（第３号の事務を除く。）を行うほか、次の事務を行う。 
1 公民館及び図書館の設置及び管理に関し、必要な指導及び調査を行うこと。 
2 社会教育を行う者の研修に必要な施設の設置及び運営、講習会の開催、資料の配布等に関

すること。 
3  社会教育施設の設置及び運営に必要な物資の提供及びそのあつせんに関すること。 
4  市町村の教育委員会との連絡に関すること。 
5  その他法令によりその職務権限に属する事項 

第７条～第９条 略 
 

第２章 社会教育主事及び社会教育主事補 
（社会教育主事及び社会教育主事補の設置） 
第９条の２ 都道府県及び市町村の教育委員会の事務局に、社会教育主事を置く。 
２ 都道府県及び市町村の教育委員会の事務局に、社会教育主事補を置くことができる。 
（社会教育主事及び社会教育主事補の職務） 
第９条の３ 社会教育主事は、社会教育を行う者に専門的技術的な助言と指導を与える。ただし、

命令及び監督をしてはならない。 
２ 社会教育主事は、学校が社会教育関係団体、地域住民その他の関係者の協力を得て教育活動

を行う場合には、その求めに応じて、必要な助言を行うことができる。 
３ 社会教育主事補は、社会教育主事の職務を助ける。 
第９条の４～第９条の６ 略 
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第３章 社会教育関係団体 
（社会教育関係団体の定義） 
第 10 条 この法律で「社会教育関係団体」とは、法人であると否とを問わず、公の支配に属し

ない団体で社会教育に関する事業を行うことを主たる目的とするものをいう。 
（文部科学大臣及び教育委員会との関係） 
第 11 条 文部科学大臣及び教育委員会は、社会教育関係団体の求めに応じ、これに対し、専門

的技術的指導又は助言を与えることができる。 
２ 文部科学大臣及び教育委員会は、社会教育関係団体の求めに応じ、これに対し、社会教育に

関する事業に必要な物資の確保につき援助を行う。 
（国及び地方公共団体との関係） 
第 12 条 国及び地方公共団体は、社会教育関係団体に対し、いかなる方法によつても、不当に

統制的支配を及ぼし、又はその事業に干渉を加えてはならない。 
（審議会等への諮問） 
第 13 条 国又は地方公共団体が社会教育関係団体に対し補助金を交付しようとする場合には、

あらかじめ、国にあつては文部科学大臣が審議会等（国家行政組織法（昭和 23 年法律第 120
号）第８条に規定する機関をいう。第 51 条第３項において同じ。）で政令で定めるものの、地

方公共団体にあつては教育委員会が社会教育委員の会議（社会教育委員が置かれていない場合

には、条例で定めるところにより社会教育に係る補助金の交付に関する事項を調査審議する審

議会その他の合議制の機関）の意見を聴いて行わなければならない。 
第 14 条 略 
 
第４章 社会教育委員 
（社会教育委員の構成） 
第 15 条 都道府県及び市町村に社会教育委員を置くことができる。 
２ 社会教育委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者並

びに学識経験のある者の中から、教育委員会が委嘱する。 
第 16 条 削除 
（社会教育委員の職務） 
第 17 条 社会教育委員は、社会教育に関し教育長を経て教育委員会に助言するため、左の職務

を行う。 
1 社会教育に関する諸計画を立案すること。 
2 定時又は臨時に会議を開き、教育委員会の諮問に応じ、これに対して、意見を述べるこ

と。 
3 前２号の職務を行うために必要な研究調査を行うこと。 

２ 社会教育委員は、教育委員会の会議に出席して社会教育に関し意見を述べることができる。 
３ 市町村の社会教育委員は、当該市町村の教育委員会から委嘱を受けた青少年教育に関する特

定の事項について、社会教育関係団体、社会教育指導者その他関係者に対し、助言と指導を与

えることができる。 
（社会教育委員の定数等） 
第 18 条 社会教育委員の定数、任期その他必要な事項は、当該地方公共団体の条例で定める。 

 

以下、略 
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